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平成 11 年３月期     決 算 短 信                           平成 11 年５月 27 日 

上 場 会 社 名               株式会社  淀 川 製 鋼 所           上場取引所（所属部） 東京、大阪、名古屋（第一部） 

コ － ド 番 号               ５４５１                                                    広島 

本 社 所 在 地               大阪市中央区南本町４丁目１番１号 

問 合 せ 先               責任者役職名   専 務 取 締 役 

                        氏        名   佐  藤  英  明           ＴＥＬ  (06) 6245―1113 
決算取締役会開催日      平成 11 年５月 27 日                      定時株主総会開催日   平成 11 年６月 29 日 

連 結 決 算 の 有 無                      有                               中間配当制度の有無          有 

 

１．11 年３月期の業績（平成 10 年４月１日～平成 11 年３月 31 日） 

  (1)  経  営  成  績                                                 （注）金額は表示単位未満を切り捨てている。 

                  
売  上  高 

 対前期 

 増減率 

                   
営 業 利 益 

 対前期 

 増減率 

                 
経 常 利 益 

 対前期 

 増減率 

 

 11 年３月期 

 10 年３月期 

             百万円        ％ 

      121,273      ( △13.6 ) 

      140,377      ( △ 2.3 ) 

           百万円        ％ 

      4,875      ( △31.7 ) 

      7,137      ( △ 5.5 ) 

           百万円         ％ 

      4,810       ( △41.1 ) 

      8,165       ( △14.2 ) 
 

                   
当期純利益 

対前期 

増減率 
１株当たり 
当期純利益 

潜 在 株 式 調 整 後          
１株当たり当期純利益 

株 主 資 本      
当期純利益率 

総 資 本      
経常利益率 

売 上 高      
経常利益率 

 

 11 年３月期 

 10 年３月期 

        百万円       ％ 

   2,334     ( △54.5 ) 

   5,135     ( △13.4 )    

   円    銭 
 10   26 

 22   46 

       円       銭 
    －      － 

    －      － 

     ％ 

    1.7 

    3.8 

     ％ 

    2.4 

    3.9 

     ％ 

    4.0 

    5.8 

    (注）1. 期中平均株式数              11年３月期    227,630,336株 

10年３月期    228,651,171株 

2. 会計処理の方法の変更        無 

   (2)  配  当  状  況 

   １ 株 当 た り 年 間 配 当 金                

  中   間  期   末 

    配当金総額 

   （年    間） 
   配 当 性 向      

  株 主 資 本      

  配 当 率      

 

 11 年３月期 

 10 年３月期 

      円   銭 

     7   00 

     7   00 

   円  銭 

  3  50 

  3  50 

   円  銭 

  3  50 

  3  50 

           百万円 

      1,578 

      1,605 

        % 
      67.6 

      31.3 

       % 
      1.2 

      1.2 

(3) 財  政  状  態 

 
   総     資     産     株  主  資  本     株主資本比率 

    １ 株 当 た り 

    株  主  資  本 

 

 11 年３月期 

 10 年３月期 

              百万円 

       200,142 

       196,124 

              百万円 

       135,609 

       138,504 

          % 

        67.8 

        70.6 

          円     銭 
      609    38 

      601    22 

    (注）1. 期末発行済株式数          11年３月期   222,538,086株    (額面株式  １単位の株式数 1,000株) 

                                      10年３月期   230,372,086株 

2. 有価証券の評価損益                      20,352百万円 

3. デリバティブ取引の評価損益                －  百万円 

 

２． 12 年３月期の業績予想（平成 11 年４月１日～平成 12 年３月 31 日） 
 

  １ 株 当 た り 年 間 配 当 金  
  売    上    高  経  常  利  益  当 期 純 利 益 

 中    間  期    末  

 

 中  間  期 

 通      期 

            百万円 

      61,500 

     119,000 

           百万円 

      2,500 

      3,900 

           百万円 

      1,300 

      2,000 

    円  銭 

   3  50 

      ― 

    円  銭 

      ― 

   3  50 

    円  銭 

      ― 

   7  00 

   （参考）１株当たり予想当期純利益（通期）      8 円  99 銭 
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添  付  資  料 
 

(1) 当 期 の 業 績        

      当期におけるわが国経済は、前年度に続き実施された特別減税の効果もうすく、雇用情勢

のさらなる悪化で個人消費・住宅投資等の需要の落ち込みも大きく、また、民間設備投資も

引き続き大幅なマイナスとなって、金融不安を背景に始まった景気後退は戦後最悪の状況を

呈しました。当期終盤になって、政府の総合経済対策の効果が徐々に浸透し、景気の先行き

に変化の兆しがみえ始めたようでもありますが、まだまだ局地的部分的なものであります。

企業のリストラも本格化し、産業再生の副作用ともいえるデフレ圧力が景気回復の足枷とな

っております。鉄鋼業界におきましても、当期の粗鋼生産量は 9,100 万トンと直近のピ－クで

あった前期に比べ１割以上の減産となったものの、なお需給ギャップは大きく課題は在庫調

整から過剰設備問題へと変化しつつあります。 

    このような状況のもとで、当社はコスト低減を図りながら市場のニ－ズに直結した、商品

の開発及び生産・販売力の強化に努めましたが、販売量、価格共に低下したことで、当期の

売上高は 1,212 億 73 百万円（前期比 13.6％減）経常利益は 48 億 10 百万円（前期比 41.1％減）と

なりました。 

    今後の見通しといたしましては、財政刺激策や金融緩和、金融機関への公的資金投入とい

った政策の効果に支えられた需要は依然として弱く、大量の余剰設備を抱えた上に資金面の

制約もある民間設備投資の回復力もほとんど期待できない状況であります。当社といたしま

しては、この経済環境に対処すべく、企業体質のスリム化と一層の合理化を徹底すると同時

に、独自の高付加価値商品の開発及び生産 ・販売力の強化に努め、経営基盤の強化に邁進す

る所存であります。 

    なお、平成 10 年６月 30 日開催の取締役会決議に基づく利益による株式の消却のための自己

株式取得の当期中の実施状況は次のとおりとなり、取得株式につきましては既に消却・失効

の手続きを完了しております。 

            取 得 株 式 数                     7,834,000 株 

            取 得 総 額                 3,558,620,000 円 

 

(2) 配 当 政 策        

    当社は中間配当において１株当たり３円50銭を実施しました。期末配当金も中間配当金と

同様１株当たり３円50銭を予定しており、これにより１株当たり年間配当金は７円となり、

配当性向は67.6％、株主資本配当率は1.2％であります。 

    当社では株主に対する配当額の決定は利益還元を含め、最重要課題と認識しております。

安定した配当を基本とし、そのうえで内部留保もまた株主の利益を長期にわたって確保する

ために必要なことと考えております。 

      内部留保資金につきましては、国際化の進展に対応し企業の競争力を維持強化するため、

市場ニーズに応える商品開発、継続的な技術開発、設備投資に充てるとともに、一部を株主

への利益還元の一環として、自己株式の買入による消却を実施しております。今後も引き続

き財務体質の強化を図りながら、株主各位のご期待にそうべく努力してまいる方針でありま

す。 
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(3) 比 較 貸 借 対 照 表  
                                                                                     (単位：百万円) 

  科       目  当   期  前   期  増   減   科        目  当   期  前   期  増   減 

  （負 債 の 部） 

流 動 負 債 

  支 払 手 形         

  買 掛 金         

  短 期 借 入 金         

  未 払 金         

  未 払 法 人 税 等         

  未 払 事 業 税         

  未 払 事 業 所 税         

  未 払 消 費 税         

  未 払 費 用         

  前 受 金         

  預 り 金         

  賞 与 引 当 金         

  その他流動負債         

 

固 定 負 債 

  社 債         

  長 期 借 入 金         

  退職給与引当金         

  長期預り保証金         

 

[  40,666] 

    6,797 

   16,693 

   10,000 

      691 

    1,997 

      － 

      124 

      318 

    2,408 

      309 

       85 

    1,241 

        1 

 

[  23,867] 

   10,000 

    5,000 

    7,444 

    1,423 

 

[  48,383] 

    8,985 

   19,397 

    8,990 

    4,241 

    1,382 

      391 

      131 

      189 

    2,987 

      364 

       65 

    1,244 

       13 

 

[   9,237] 

      － 

      － 

    7,622 

    1,615 

 

[△ 7,717] 
 △ 2,187 
 △ 2,703 
    1,010 

 △ 3,549 

      615 

 △   391 

 △     6 

      129 

 △   582 

 △    54 

       20 

 △     3 

 △    12 

 

[  14,629] 

   10,000 

    5,000 

 △   178 

 △   192 

 

   負 債 合 計    64,533    57,620     6,912 

 （資 本 の 部） 

資  本  金 

法定準備金 

  資 本 準 備 金         

  利 益 準 備 金         

剰  余  金 

  特別償却積立金         

  海外投資等損失積立金 

    固定資産圧縮積立金           

    配 当 積 立 金         

  別 途 積 立 金         

  当期未処分利益         

  （うち当期利益） 

 

[  23,220] 

[  26,585] 

   23,496 

    3,089 

[  85,802] 

       16 

      － 

    2,117 

       33 

   75,382 

    8,253 

(   2,334) 

 

[  23,220] 

[  26,417] 

   23,496 

    2,921 

[  88,865] 

       24 

       25 

    2,139 

       33 

   80,382 

    6,260 

(   5,135) 

 

[     － ] 
[     168] 
     － 
      168 

[△ 3,062] 

 △     8 

 △    25 

 △    21 

      － 

 △ 5,000 

    1,933 

(△ 2,800) 

 （資 産 の 部） 

流 動 資 産 

  現 金 預 金        

  受 取 手 形        

  売 掛 金        

  有 価 証 券        

  製 品        

  原 材 料        

  仕 掛 品        

  販売用不動産        

  貯 蔵 品        

  前 払 金        

  前 払 費 用        

  信 託 受 益 権        

  その他流動資産 

  貸 倒 引 当 金        

 

固 定 資 産 

 有形固定資産 

  建 物        

  構 築 物        

  機 械 装 置        

  車 輌 運 搬 具        

  工具機具備品        

  土 地        

  建 設 仮 勘 定        

 無形固定資産 

  施 設 利 用 権        

  その他無形固定資産 

投   資   等 

  投資有価証券        

  子 会 社 株 式        

  長 期 貸 付 金        

  長期前払費用        

  その他投資等        

  貸 倒 引 当 金        

 

 

 

 

[ 123,577] 

   18,553 

    6,140 

   34,917 

   31,192 

   16,281 

    6,127 

    3,692 

      184 

    1,155 

       12 

       72 

    2,697 

    2,746 

  △  195 

 

[  76,564] 

(  60,682) 

   13,058 

    2,673 

   15,812 

       93 

    1,420 

   18,551 

    9,071 

(      43) 

       19 

       24 

(  15,839) 

    1,800 

   11,753 

      834 

       49 

    2,028 

  △  625 

 

 

 

 

[ 123,577] 

   10,718 

    8,381 

   41,347 

   26,614 

   16,282 

    5,912 

    3,837 

      184 

    1,160 

       10 

      196 

      999 

    3,601 

  △  285 

 

[  77,164] 

(  61,206) 

   13,930 

    2,791 

   16,886 

      118 

    1,411 

   18,693 

    7,373 

(      46) 

       23 

       23 

(  15,910) 

    1,827 

   11,753 

      882 

       43 

    1,725 

  △  321 

 

 

 

 

[   4,616] 

    7,834 

 △ 2,241 

 △ 6,429 

    4,577 

        0 

      215 

 △   145 

      － 

 △     5 

        2 
 △   124 
    1,697 

 △   855 

       89 

 

[△   599] 

(△   524) 

 △   872 

 △   117 

 △ 1,074 

 △    25 

        9 

 △   141 

    1,697 

(△     3) 

 △     3 

        0 

(△    71) 

 △    26 

        0 

 △    48 

        6 

      300 

 △   303 

 

 

 
   資 本 合 計   135,609   138,504  △ 2,894 

資  産  合  計   200,142   196,124     4,017 負債及び資本合計   200,142   196,124     4,017 

(注) 1. 保証債務       229       328  △    98 

2. 有形固定資産の減価償却累計額 

                     99,727    96,564     3,162 

3. 有価証券には、自己株式を含めて表示している。 

        当期末  94,737株  43百万円      前期末  66,118株  44百万円 

4. 当期中の発行済株式数の減少 

        自己株式消却    7,834,000株    3,558百万円 

5. 前期まで「未払事業税」は区分掲記していたが、当期から未払事業税（当期末残高504百万円）は「未払法人税等」 

に含めて表示している。 
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(4) 比 較 損 益 計 算 書  

 

                                                                                             （単位：百万円） 

    科                 目 
    当        期 

（10.4.1～11.3.31） 

    前        期 

（9.4.1～10.3.31） 
    増        減 対前期比 

 

営

業

損

益 

営  業  収  益 

  売 上 高          

営  業  費  用 

  売 上 原 価          

  販売費及び一般管理費            

           営  業  利  益 

 

 121,273 

 

  98,446 

  17,951 

 

 121,273 

 

 116,397 

 

 

   4,875 

 

 140,377 

 

 113,674 

  19,565 

 

 140,377 

 

 133,239 

 

 

   7,137 

 

△19,103 

 

△15,228 

△ 1,613 

 

△19,103 

 

△16,842 

 

 

△ 2,261 

  △ 2.3% 

 

 

 

 

 

 

営

業

外

損

益 

営 業 外 収 益 

  受 取 利 息          

  受 取 配 当 金          

  その他営業外収益          

営 業 外 費 用 

  支払利息及び割引料           

  その他営業外費用          

 

     237 

   1,192 

     325 

 

     359 

   1,461 

   1,755 

 

 

 

   1,820 

 

 

 

     729 

   1,210 

   2,336 

 

     571 

   2,677 

   4,276 

 

 

 

   3,248 

 

 

 

△   491 

△    17 

△ 2,021 

 

△   212 

△ 1,216 

△ 2,521 

 

 

 

△ 1,428 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

経

常

損

益

の

部

 

    経   常   利   益     4,810     8,165  △ 3,354  

特

別

損

益

の

部 

  特  別  利  益 

    固 定 資 産 売 却 益           

    貸 倒 引 当 金 戻 入 額           

  特  別  損  失 

    固 定 資 産 除 却 損           

    災 害 損 失            

    有価証券譲渡等損失           

 

     488 

      97 

 

     682 

     － 

     145 

     586 

 

 

     828 

 

 

 

 

      71 

      22 

 

     286 

       9 

     － 

      94 

 

 

     295 

 

 

 

 

     416 

      75 

 

     396 

△     9 

     145 

     491 

 

 

     532 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   税 引 前 当 期 純 利 益                 4,568     7,964  △ 3,395  

   法人税、住民税及び事業税     2,234     2,829  △   595  

   当 期 純 利 益                 2,334     5,135  △ 2,800  

   前 期 繰 越 利 益                10,357     2,003     8,353  

   自 己 株 式 消 却 額                 3,558       －     3,558  

   中 間 配 当 額                   800       799         1  

   利 益 準 備 金 積 立 額                    80        79         0  

   当 期 未 処 分 利 益                 8,253     6,260     1,993  

(注)1. 減 価 償 却 実 施 額     5,128     5,393  △   265  

2. 財務諸表等規則の一部改正に伴い、当期は「販売費及び一般管理費」から事業税490百万円を「法人税、住民税及び

事業税」へ振り替えている。 
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(5) 比 較 利 益 処 分 案  
 

                                                                                            （単位：百万円） 

      科            目 
   当          期 

（11． 3 期） 

   前          期 

（10． 3 期） 
    増          減 

 当 期 未 処 分 利 益                        8,253           6,260          1,993 

 特 別 償 却 積 立 金 取 崩 額                            8               8             － 

 海外投資等損失積立金取崩額             －              25       △    25 

 固定資産圧縮積立金取崩額                          201              89            111 

 別 途 積 立 金 取 崩 額                          －           5,000       △ 5,000 

               計          8,462          11,384       △ 2,991 

                  こ  れ  を  次  の  と  お  り  処  分  し  ま  す  。 

 利 益 準 備 金                          84             84       △     4 

 利 益 配 当 金              

               （１株につき） 

           778 
普通配当 ( 3円50銭 ） 

           806 
普通配当 ( 3 円 50 銭 ） 

      △    27 

 (         －  ) 

 役 員 賞 与 金              

（うち監査役分） 

            60 

 (           5   ) 

            65 

 (           5   ) 

      △     5 

 (           0   ) 

 固 定 資 産 圧 縮 積 立 金                         194             67            126 

 別 途 積 立 金                         142             －            142 

計          1,259          1,026            233 

 次 期 繰 越 利 益                       7,202         10,357       △ 3,154 

 (注) 1. 平成10年12月15日に800百万円（１株につき３円50銭）の中間配当を実施した。 

      2. 特別償却積立金、海外投資等損失積立金の取崩額は租税特別措置法の規定に基づくものである。 

固定資産圧縮積立金の取崩額及び積立額並びに買換資産特別積立金の積立額は租税特別措置法 

及び震災特例法の規定に基づくものである。 
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(6) 比   較   売   上   高  

 

 

    当       期 
   （ 11.３期 ） 

    前       期 
   （ 10.３期 ） 

区  分    主 た る 製 品 名 

 金     額 構成比  金     額 構成比 

 増     減 対 前 期 比      

鋼  板 

溶 融 亜 鉛 め っ き 鋼 板               

塗装溶融亜鉛めっき鋼板               

鍍 金 用 原 板 、 磨 帯 鋼               

       百万円 

   56,662 
   % 
 46.7 

       百万円 
   67,062 

   % 
 47.8 

       百万円 
△ 10,400 

      % 

 △ 15.8 

建  材 

金 物 建 材 

エ ク ス テ リ ア 

家 庭 用 品 

   47,127  38.9    51,034   36.4 △  3,907  △  7.7 

     鋼 板 関 連 製 品 計              103,789  85.6   118,097   84.1 △ 14,307  △ 12.1 

ロ－ル 

製 鉄 用 ロ － ル 
 

製 紙 用 ロ － ル 、 他 

    4,255   3.5     7,135    5.1 △  2,880  △ 40.4 

特  品 

鋼 塊 
 

グ レ － チ ン グ 

    8,808   7.3    11,711    8.3 △  2,903  △ 24.8 

     電 炉 関 連 製 品 計               13,064  10.8    18,847   13.4 △  5,783  △ 30.7 

その他 

エ ン ジ ニ ア リ ン グ 
 

賃 貸 収 入 、 他 

    4,419   3.6     3,432    2.4       987     28.8 

     合 計              121,273 100.0   140,377  100.0 △ 19,103  △ 13.6 

     （  う  ち  輸  出  ）  (  8,781) ( 7.2)  (  6,398) ( 4.6)  (  2,383)  (  37.3) 
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（重要な会計方針） 
 
１． 有価証券の評価基準及び評価方法 

    取引所の相場のある有価証券 ･････････････････ 移動平均法による低価法（洗替え方式） 

    その他の有価証券 ･･･････････････････････････ 移動平均法による原価法 

２． 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

    鋼板、建材製品及び同仕掛品 ･････････････････ 後入先出法による原価法 

    鋼塊製品及び同仕掛品 ･･･････････････････････ 総平均法による原価法 

    ロ－ル製品及び同仕掛品、販売用不動産 ･･･････ 個別法による原価法 

    鋼板、建材、ロ－ル原材料 ･･･････････････････ 後入先出法による原価法 

    鋼塊原材料 ･････････････････････････････････ 総平均法による原価法 

    貯蔵品 ･････････････････････････････････････ 先入先出法による原価法 

３． 固定資産の減価償却方法 

    法人税法に規定する方法と同一の基準による。 

    有形固定資産 ･･････････････ 定率法、ただし、平成10年４月１日以降取得建物（建物附属設備

は除く。）については定額法 

なお、建物（建物附属設備は除く。）については、当期から平成

10年度の税制改正により、耐用年数の短縮を行っている。 

    無形固定資産 ･･････････････ 法人税法の規定による定額法 

４． 繰延資産の処理方法 
    社債発行費については、支出時に全額費用として処理している。 

５．引当金の計上方法 
(1) 貸倒引当金 ･････････････ 債権の貸倒損失に備えるため、法人税法に定める限度相当額のほ

か、特定の債権につき取立不能見込額を計上している。 
(2) 賞与引当金 ･････････････ 賞与引当金は従来法人税法の規定に基づく支給対象期間基準によ

る繰入限度相当額を計上していたが、平成10年度の税制改正に伴

い、当期から支給見込額を計上する方法に変更した。 
(3) 退職給与引当金 ･････････ 従業員の退職金の支出に充てるため、期末自己都合退職金要支給

額から適格退職年金資産残高を控除した額を計上しており、また、

役員退職慰労金の支出に備えて、内規に基づく期末要支給額を当

引当金に含めて計上している。 

６．リ－ス取引の処理方法 
    リ－ス物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リ－ス取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係わる方法に準じた会計処理によっている。 

７．消費税の取り扱いについては税抜方式を採用している。 
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(8) リ  －  ス  取  引   
 

リ－ス物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リ－ス取引  

 

     (支払利子込み法により算定)  
 

          当                   期 

        （10．４．１～ 11．３．31） 

          前                   期 

        （９．４．１～ 10．３．31） 

 １．リ－ス物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 

       科           目    工具器具備品 

     取 得 価 額 相 当 額              286 百万円 

     減価償却累計額相当額              144 百万円 

     期 末 残 高 相 当 額              142 百万円 

 ２．未経過リ－ス料期末残高相当額 

     １ 年 以 内               58 百万円 

     １ 年 超               83 百万円 

       合 計              142 百万円 

 ３．支払リ－ス料及び減価償却費相当額 

     支 払 リ － ス 料               61 百万円 

     減 価 償 却 費 相 当 額               61 百万円 

 ４．減価償却費相当額の算定方法 

     リ－ス期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっている。 

 

 １．リ－ス物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 

       科           目    工具器具備品 

     取 得 価 額 相 当 額              321 百万円 

     減価償却累計額相当額              171 百万円 

     期 末 残 高 相 当 額              150 百万円 

 ２．未経過リ－ス料期末残高相当額 

     １ 年 以 内               53 百万円 

     １ 年 超               96 百万円 

       合 計              150 百万円 

 ３．支払リ－ス料及び減価償却費相当額 

     支 払 リ － ス 料               67 百万円 

     減 価 償 却 費 相 当 額               67 百万円 

 ４．減価償却費相当額の算定方法 

     リ－ス期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっている。 
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 (９) 有 価 証 券 の 時 価 等   
 

                                                                                            （単位：百万円） 

      当                 期 

          （11．３．31） 

      前                 期 

          （10．３．31） 
    種               類 

貸借対照表 

計 上 額      
 時   価  評価損益 

貸借対照表 

計 上 額      
時   価 評価損益 

 

   17,994 

      141 

      566 

 

  36,694 

     153 

     396 

 

  18,699 

      12 

 △  169 

 

   18,849 

      301 

      668 

 

  41,157 

     311 

     424 

 

  22,308 

      10 

 △  243 

   18,702   37,245   18,543    19,818   41,893   22,075 

 

   11,309 

      － 

      － 

 

  13,119 

     － 

     － 

 

   1,809 

     － 

     － 

 

   11,309 

      － 

      － 

 

  20,119 

     － 

     － 

 

   8,810 

     － 

     － 

   11,309   13,119    1,809    11,309   20,119    8,810 

  １．流動資産に属するもの 

      株                式 

      債                券 

      そ       の       他 

        小            計 

  ２．固定資産に属するもの 

      株                式 

      債                券 

      そ       の       他 

        小            計 

        合            計    30,011   50,364   20,352    31,128   62,013   30,885 

 

（注）１．時価等の算定方法 

            １．上場有価証券               主に東京証券取引所の最終価格 

            ２．店頭売買有価証券           日本証券業協会の公表売買値段等 

            ３．証券投資信託の受益証券     基準価格 

            ４．非上場債券                 日本証券業協会が発表する公社債店頭基準気配銘柄の利回り、

残存償還期間等に基づいて算定した価格 

 

      ２．開示の対象から除いた有価証券の貸借対照表計上額 

                                                       当    期              前    期 

              流動資産に属するもの 

                              債        券            4,604百万円           1,694百万円 

                              そ   の   他            7,885百万円           5,101百万円 

              固定資産に属するもの 

                              株        式            2,244百万円           2,270百万円 

                            （うち関係会社）        （1,176百万円）       （1,176百万円） 
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